
様式第１４号（第１面）

1 事業所の名称

2 計画対象期間

3 送出労働者に係る計画

① 送出労働者の数（人）

②

4 労働者送出計画

①

③ ④

5 送出労働者等教育訓練計画

(1) 教育訓練に用いる施設、設備等の概要

自社内の会議室を利用(30人収容、黒板、ビデオ、パソコン、OHP完備)

(2) 教育訓練に係る責任者の氏名

具志堅　○○（雇用管理責任者と同じ)

(3) 教育訓練計画の内容

① ② ③ ④　方法 ⑤　実施主体 ⑥ ⑦

対象者

実
施
予
定
人
員

OJT
実施予定
期　　間

送出労
働者の
費用負
担の有
無

(人)

有　無

有　無

有　無

3人

　5人

×××－○○○○

￥１０．０００（年齢、経験、技術・技能等のレベルに依る）

雇用　　健康　　厚生年金
保険　　保険　　保　　険

代表
取締役

総務部長
(雇用管理責任者)

送出労働者

建設業務労働者就業機会確保事業計画書

送　出
事業主

建設業務労働者就業機会確保事
業従事者（人）

建設業務労働者の就業機
会確保に関する料金（平
均的な１人１日（８時
間）当たりの額（円））

備
考

雇用保険及び社会保険の
加入の状況

他の教
育訓練
機関へ
の委託

③ 労働保険番号

雇用管理責任者の職務代
行者の氏名

指揮命令の系統②

（賃金支給の状況）

教育訓練の
種　　　類

　○○　○○

　労務担当
取締役

技能検定
取得研修

技能
労働者

10人

新たに送
出労働者
となった
者

5人送出前教育

有給　　無給

その他Off-JT

○

有給　　無給

平成 21年　4月　1日から平成　23年　3月　31日まで

（日本工業規格Ａ列４）

2時間

3日間

○
○

有給　　無給

従事者の5割が限度


